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Ⅰ　はじめに
　小・中・高等学校には，文部科学省の定めた学習指
導要領が存在し，それに従って学習内容が定められて
いる。しかし，大学においては，大学設置基準 1）に
おける最低履修単位数等の規定はあるものの，大学独
自のカリキュラムで教育課程が編成されている。また，
教員を養成するための課程は，教育職員免許法施行規
則 2）に従って，教員免許該当科目の単位数と大まか
な学習内容が定められているが，学習指導要領ほどの
細かな学習内容に関する規定は存在しない。一方，各
都道府県や政令指定都市の教育職員採用試験（以下，
採用試験と略す）も，地方公共団体毎に試験方法や内
容が異なっており，特に教科専門の試験問題について
は，その難易度に加えて試験範囲や傾向にかなりの隔
たりがある。
　本来，教員は学習指導要領に定められた学習内容を
教授できる知識・技能が求められるものであって，地
方公共団体毎にこの教授能力の評価は異ならないはず
である。したがって，教員養成課程の履修内容に加え
て採用試験も異なるという状況は好ましいものではな
い。
　日本産業技術教育学会は，このような状況を改善す
るための一つの指針として「技術科教員養成修得基準」
（以下，修得基準と略す）3）を策定した。修得基準では，
中学校技術科教員を目指す学生に，教員養成系大学・
学部の段階で，どのような内容をどの程度深く修得さ
せなければならないのかを，具体的な修得基準として
明らかすることを試みた。その際，中学校技術科教員

として修得すべき教科専門の内容と教科教育法の内容
を精査し，基準化を図った。ただし，策定後にその内
容に関する評価や詳細な検討は行われていない。
　本研究では，採用試験問題の領域別出題割合を調べ，
さらに「D 情報に関する技術」の領域（以下，情報
領域と略す）に関係した出題について，情報領域の修
得基準と対照し，それに即しているか，修得基準その
ものに不備や必要のない項目がないかを検証する。そ
の際，採用試験がどの修得基準に該当するかを判定す
る側にあいまい性があっては，問題となるため，複数
の被験者に採用試験の出題（一部）がどの修得基準の
項目に該当するかについて判定する調査も行った。ま
た，高等学校の情報科に加えて本学の情報分野のカリ
キュラムが修得基準を満たしているかについても調査
した。

Ⅱ　大学のカリキュラムとの関連性
　修得基準と大学のカリキュラムを照合することによ
り，大学のカリキュラムが教員養成に必要な内容をカ
バーしているか確認することができる。対象とした本
学の中等教育技術専攻において開設されている情報関
連科目を以下に示す。太字は必修科目である。

情報機器の操作，基礎情報学，情報工学A，
情報工学B，コンピュータとものづくり，
計算機工学，ネットワーク工学，
インターネットと教育
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要　　約
　日本産業技術教育学会では，技術科教員として必要な資質能力について修得しなければならない基準を策定した。
本研究では，情報領域を対象に大学教員養成課程における現行カリキュラムと高等学校の情報科によって，同基準が
カバーされているかについて検証を行った。また，教員採用試験問題と同基準の対照を行い，その項目別頻出割合を
算定した。さらに，照合者のあいまい性を検証するために，複数の被験者に試験問題の項目該当を判定する調査も行っ
た。その結果，情報科を含む現行カリキュラムのカバー率は，96.6% となること，情報領域の試験問題には項目毎に
かなりの出題頻度にばらつきがあること，学部生と大学院生の正答率には顕著な差があることが認められた。
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表 1　検証結果



情報領域を対象とした技術科教員養成修得基準の検証

　また，この講義内容が修得基準のどの部分に該当し
ているかを修得基準と併せて表1にまとめた。この際，
高等学校で行われる共通教科「情報」の各教科（2つ
の教科「社会と情報」，「情報の科学」）の教科書 4,5）と
も比較を行った。大学の講義だけでなく高等学校にお
いても情報に関係した学びがあり，それが修得基準の
一部をカバーしていると考えたからである。表 1にこ

の検証結果を示す。ただし，○は，該当することを示
しており，その内容が必要な知識・技能をすべて網羅
していることを意味するものではない。修得基準の「知
る」に掲げられた 88 項目に対して現行カリキュラム
は，67 項目が該当し，高等学校の情報科を含めると
85 項目（96.6%）をカバーしていることが明らかとなっ
た。
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Ⅲ　採用試験問題と分析方法について
1．対象とした採用試験問題について
　本研究において，調査対象とした採用試験問題は，
H22 年度からH25 年度の東京，神奈川，愛知，大阪，
京都，兵庫，高知，鳥取，広島，山口，福岡，佐賀，
長崎，熊本，鹿児島，沖縄，宮崎，大分の各都道府県
から出題され入手可能であった合計 3666 問である。

2．各領域別問題数と配点
　ここで示す「領域」とは，材料と加工，エネルギー
変換，生物育成及び情報の 4つと学習指導要領，さら
にどの領域にも含まれない「その他」の計 6つのこと
を指すこととする。
　配点については，問題 1問につき 1点とする。ただ
し，大問，小問といった問題の大きさや，その問題に
対しての配点の異なる問題についても全て等しく評価
した。
　都道府県によって，領域別出題割合に隔たりはある
ものの，ほぼすべての領域から出題されている。例え
ば，東京都（H22 ～ H25）の場合，情報領域の出題割
合は 21.5％であった。

3．情報領域の項目別頻度
　情報領域に関する 322 問に対して，点数を問題 1問
につき 1点とし，修得基準の「知る」の 88 項目に対
する割合を算出した。また，1問につき，選択肢が複
数ある場合には，その選択肢の数で割った値を点数と
して評価した。さらに，1問に複数の基準の項目が絡
んでいる場合，1点をその複数の基準の項目数で割っ
た値を点数として評価した。その積算値については表
1に示す。

4．評価者別評価
　今回の採用試験の対照を行う上で，採用試験問題（一
部）が修得基準のどの項目に該当するかについて，複
数の被験者に評価を行ってもらった。被験者は中等技
術専攻（4年生 8名）および大学院生（6名）の計 14
名である。評価表回収率は 92％である。担当者と担
当教員が協議したものを正解とし，それと判定が合致
したもの正解とした。各問題に対して，被験者の合致
率を求めたが，学部生（平均 51.0%）と大学院生（平
均 70.1%）の合致率が明らかに異なることが判明した
（図 1参照）。したがって，判定を行う担当者によって
は，採用試験問題がどの修得基準のどの項目に該当す
るかについては，若干のあいまい性が認められたが，
学部生と大学院生の判定結果の差が顕著であることか
ら，学習内容を修得した大学院生に正しい判定が行わ
れたものと解釈している。

Ⅳ　おわりに
　本研究の結果，修得基準を見直すと同時に新たな課

題も見つかった。大学のカリキュラムや高等学校で行
われる授業内容と修得基準を比較することにより，修
得基準の内容で，大学のカリキュラム，高等学校の授
業内容のどちらにも該当しない項目が 3つあることが
明らかとなった。また，採用試験問題と修得基準を比
較することにより，修得基準に追加したほうがよいと
思われる項目も見出すことができた。
　今後の課題としては，複数の教員養成大学のカリ
キュラムと高等学校の授業内容を見比べ，修得基準と
照らし合わせることにより，より正確な大学のカリ
キュラムと修得基準の関連性を検討することが望まれ
る。また，今回の採用試験問題にも，修得基準に該当
しない問題があったので，他の採用試験問題とも比較
を行うことにより，修得基準に該当しない問題が出て
くる可能性があることが考えられる。
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図 1　評価者別判定結果
（b）大学院生の判定

（a）学部生の判定


